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某「幹部」が取材に対し虚偽の発言！？
職員健康データの外部提供を職員厚生課長が明確に否定！

職員の健康診断結果、レセプトデータ、万歩計の計測データの企業・大学への提供問題
10月11日の日本経済新聞朝刊神奈川版に、「県、職員健康データ提供　企業・大学が活用　関連産業を育成」との見出しで、神奈川県及び地方職員共済組合神奈川県支部（事務局は職員厚生課）が取扱う職員健康データに関して、次の概要の記事が掲載されていました。

　というものでした。

「職員の健康データは外部に提供しない」と職員厚生課長が明言
　これを見た組合員から、不安、疑問の声が寄せられたため、自治労県職労は15日、関係する組合とともに職員厚生課に事実を確認しました。
この中で職員厚生課長は、「この記事がどこから出たものかは承知していない。職員の健康に関するデータを第三者に提供することはない」と明言しました。

訂正記事の掲載要求と「幹部」の特定を
　この発言を受けて組合側は、「職員厚生課長の話が事実だとすれば、新聞報道が間違っているということであり、県として訂正記事の掲載を求めるなどの対応が必要ではないか。また、組織決定や職務権限を逸脱して取材に応じた『幹部』がいるということであり、誰が何の意図を持って発言したものか明らかにしてもらいたい。」と、当局に適正な対応を求めました。

勝手な個人情報の提供は法令違反
　健康診断結果やレセプトのデータは一番重要な個人情報であり、法令で保護されています。
　この情報は、職員の健康管理のみに活用できるもので、仮に氏名を除いたとしても、事業主が本人の同意無く、勝手に第三者に提供できるものではありません。

地方職員共済組合では、「当組合の業務は、地方公務員等共済組合法等の法令によって定められています。個人情報は、もっぱら当該法令に定められた短期給付、長期給付、福祉事業等に関する業務を的確に行うために必要な限度において利用します。」と個人情報に関する考え方を定めています。
　万一、職員厚生課長の回答に反して、職員の同意もなく、企業・大学等に健康データを提供する事態が発生した場合は、自治労県職労は、意思決定者、提供実行者、提供を受けた企業・大学を含めて、法的な対応を検討します。
	都道府県
	
	
	
	
	
	

	団体名
	勧告日
	月例給
	特別給

	
	
	公民較差
	給料表改定
	交通用具使用者の
通勤手当
	改定前支給月数
	改定

	
	
	額（円）
	率（％）
	
	
	民間
	団体
	

	国
	8/7
	1,090円
	0.27%
	引上げ
（平均改定率0.3%）
※若年層に重点
	引上げ
（100円から7,100円の幅）
	4.12月
	3.95月
	0.15月

	北海道
	10/3
	【減額前】
998円
【減額後】
15,348円
	【減額前】
0.25%
【減額後】
4.00%
	引上げ
※若年層に重点
※高齢層据置き
	引上げ
	4.07月
	3.95月
	0.10月

	青森
	10/14
	1,209円
	0.33%
	引上げ
※若年層に重点
	
	3.95月
	3.85月
	0.10月

	岩手
	10/9
	【減額前】
1,015円
【減額後】
2,039円
	【減額前】
0.28%
【減額後】
0.56%
	引上げ
※若年層に重点
	県内のガソリン価格の動向等を考慮し、改定の必要性を検討することが適当
	3.96月
	3.90月
	0.05月

	宮城
	
	
	
	
	
	
	
	

	秋田
	
	
	
	
	
	
	
	

	山形
	
	
	
	
	
	
	
	

	福島
	
	
	
	
	
	
	
	

	新潟
	10/10
	377円
	0.10%
	引上げ
(改定率0.1%)
※若年層に限定
	引き続き検討
	4.08月
	3.95月
	0.15月

	群馬
	
	
	
	
	
	
	
	

	栃木
	10/14
	855円
	0.22%
	引上げ
※若年層に重点
	引上げ
（100円から7,100円の幅）
	4.09月
	3.95月
	0.15月

	茨城
	10/3
	1,092円
	0.29%
	引上げ
（平均改定率0.3％）
※若年層に重点
	見直しの検討を進める必要がある
	4.12月
	3.95月
	0.15月

	埼玉
	
	
	
	
	
	
	
	

	東京
	10/9
	521円
	0.13%
	引上げ
（改定率0.1％）
※全級・号給対象
	
	4.21月
	3.95月
	0.25月

	千葉
	10/10
	968円
	0.25%
	引上げ
(改定率0.3%)
※若年層に重点
	引上げ
（70円から3,060円の幅）
	4.12月
	3.95月
	0.15月

	神奈川
	
	
	
	
	
	
	
	

	山梨
	
	
	
	
	
	
	
	

	長野
	
	
	
	
	
	
	
	

	富山
	
	
	
	
	
	
	
	

	石川
	
	
	
	
	
	
	
	

	福井
	
	
	
	
	
	
	
	

	静岡
	
	
	
	
	
	
	
	

	愛知
	10/7
	【減額前】
1,738円
【減額後】
3,273円
	【減額前】
0.44%
【減額後】
0.84%
	引上げ
（改定率0.3％）
※若年層に重点
※地域手当引上げ
6.5％→6.7％
	民間および人事院勧告を考慮して改定
	4.12月
	3.95月
	0.15月

	岐阜
	10/9
	890円
	0.24%
	引上げ
※若年層に重点
	　
	4.10月
	3.95月
	0.15月

	三重
	10/15
	1,256円
	0.32%
	引上げ
（平均改定率0.35%）
	　
	4.09月
	3.95月
	0.15月

	滋賀
	
	
	
	
	
	
	
	

	京都
	
	
	
	
	
	
	
	

	奈良
	10/14
	【減額前】
892円
【減額後】
1,781円
	【減額前】
0.23%
【減額後】
0.47%
	引上げ
（改定率0.2%）
※若年層に重点
	取扱いの検討が必要
	4.10月
	3.95月
	0.15月

	和歌山
	10/15
	【減額前】
1,087円
【減額後】
2,360円
	【減額前】
0.29%
【減額後】
0.64%
	引上げ
（改定率0.27%）
※若年層に重点
※2014年度の管理職減額措置分2%の回復措置
	自転車等使用者に係る通勤手当を人事院勧告に準じて引上げ
	4.08月
	3.95月
	0.15月

	大阪
	
	
	
	
	
	
	
	

	兵庫
	
	
	
	
	
	
	
	


引上げ

(改定率0.16%)

	※若年層に重点
	職員の通勤実態や人事院勧告等を考慮して改定
	4.11月
	3.95月
	0.15月

	広島
	10/10
	1,201円
	0.31%
	引上げ
※若年層に重点
・給料表備考の調整率を圧縮（99.11%→99.21%）
	本年は通勤手当の改定を行わないことが適当
	4.11月
	3.95月
	0.15月

	鳥取
	10/8
	△313円
	△0.09%
	改定なし
	
	4.00月
	3.90月
	0.10月

	島根
	
	
	
	
	
	
	
	

	山口
	
	
	
	
	
	
	
	

	香川
	10/14
	4,233円
	1.50%
	引上げ
※若年層に重点
※格差解消のため、さらに給料表に1.25%を乗じて加算
	
	4.08月
	3.95月
	0.15月

	徳島
	
	
	
	
	
	
	
	

	愛媛
	10/9
	767円
	0.20%
	引上げ
(改定率0.2%)
※若年層に重点
	改定なし
※県職員の長距離通勤の実態等を考慮し、国に準拠した距離段階別の支給額区分に加え、より長距離の支給額区分を増設していることを勘案
	4.09月
	3.95月
	0.15月

	高知
	10/14
	293円
	0.08%
	改定なし
	東京都特別区、大阪市、名古屋市に所在する公署に勤務する職員について引上げ
	3.94月
	3.85月
	0.10月

	福岡
	9/30
	943円
	0.25%
	引上げ
※若年層に重点
	
	4.11月
	3.95月
	0.15月

	佐賀
	10/9
	831円
	0.23%
	引上げ
(改定率0.25%)
※若年層に重点
	
	4.10月
	3.95月
	0.15月

	長崎
	10/8
	882円
	0.24%
	引上げ
（平均0.3%）
※若年層に重点
	
	4.10月
	3.95月
	0.15月

	大分
	10/9
	999円
	0.27%
	引上げ
※若年層に重点
	
	4.08月
	3.95月
	0.15月

	宮崎
	10/9
	【減額前】
833円
【減額後】
1,503円
	【減額前】
0.23%
【減額後】
0.41%
	引上げ
(改定率0.24％)
※若年層に重点
	今後総合的に検討
	4.09月
	3.95月
	0.15月

	熊本
	10/9
	2,066円
	0.55%
	引上げ
改定後の各級号給の額に0.29％を乗じて得た額を加えた額を給料月額とする
	
	4.11月
	3.95月
	0.15月

	鹿児島
	10/10
	793円
	0.21%
	引上げ
(改定率0.21%)
※若年層に重点
	他の都道府県の支給状況を考慮して検討がなされることが適当
	4.09月
	3.95月
	0.15月

	沖縄
	10/7
	830円
	0.24%
	引上げ
※若年層に重点
	
	4.09月
	3.95月
	0.15月


















































2014人事委員会勧告の全国状況（10月15日現在）


※　神奈川県人事委員会勧告は10月20日（月）予定








・10月中に県庁職員など1万1000人のレセプト（診療報酬明細書）や健康診断結果、職員に配布した万歩計で計測した歩数や血圧など日々の健康情報に関するデータを集約する。


・データは11月に企業や大学、研究機関への提供を始める。


・企業などはデータを活用し、健康食品や健康器具などの開発につなげる。


・開発過程では、試作品などを県職員に提供し、改良作業に役立てる。


・健康食品の場合、希望する職員がその食品を一定期間摂取し、体重や血糖値、血圧の変化など企業が必要とするデータをフィードバックする。











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































